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 図 2 O/M比と最大線出力時の蒸気圧の関係 

 

図 1 O/M比と燃料中心側の Pu,Am再分布量

の関係[1] 

高速炉 MOX燃料の機構論的統合モデルを用いた燃料挙動の評価 

（2）Pu, Am再分布の評価 
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 MOX 燃料の機構論的統合モデルのうち蒸気圧モデルを用いて、照射初期の Pu 及び Am 再分布を評価し

た。照射初期の Pu及び Am再分布について、照射中の蒸気圧による寄与を明らかにした。 

キーワード： MOX燃料，O/M 比，プルトニウム，アメリシウム，再分布  

1. 緒言 

高速炉 MOX 燃料において、照射による Pu、Amのペレット径方向濃度変化（Pu・Am再分布）は、燃料

の融点等に影響を与えるため、重要な挙動である。Pu、Am の照射初期の再分布挙動等を把握するため、

高速実験炉「常陽」で Am-MOX 燃料の短期照射試験(B14 試験)を実施した。本研究では、この試験燃料を

対象に O/M比による Pu・Am再分布挙動への影響について、蒸気圧を評価し検討した。 

2. 照射試験・結果[1] 

B14 試験では、Pu 含有率 31 wt.%、Am 含有率 2.4 

wt.%、O/M 比 3 レベル (1.96、1.98、2.00) の燃料ピン

について、48時間のプレコンディショニングの後、最

大線出力 470 W/cm で 10分間の短期照射を行った。照

射後試験 (PIE) で EPMA測定の結果、いずれの試料に

おいても燃料中心側で Pu・Am 濃度は最大となる分布

となり、中心側での Pu・Am・U 再分布量と O/M 比の

関係を図 1に示した。ここで、O/M比の増大に伴い Pu、

Amの再分布量は増加する傾向にあり、特に O/M 比が

2.00 で再分布量が大きく、Am再分布量は Pu再分布量

よりも大きく増加していることがわかる。 

3. 考察 

 Pu・Am 再分布挙動は固相拡散と気相輸送によるものと知られているが、上記のような照射初期では、

燃料組織変化を伴う燃料の径方向温度勾配による製造時気孔の蒸発・凝縮移動過程での気相輸送が支配的

であり、再分布量は U・Pu・Am系の蒸気圧差に起因するものと考えられる。そこで、MOX 燃料の機構論

的統合モデル[2]にある蒸気圧モデル[3]を用いて、最大線出

力時の蒸気圧を計算した結果を図2に示す。この結果から、

O/M 比の増大に伴い Pu・Am再分布量が増大したのは、Pu・

Am分圧に対する U分圧比 (U 分圧/Pu分圧、U 分圧/Am分

圧) が増大したことが起因したと考えられる。O/M比が 2.00

のとき、Pu、Am とも再分布量が大きく、特に Am で大き

くなったことは、これらの分圧比の傾向により説明できる

ことが分かった。本検討の結果得られた知見を燃料挙動解

析コードに取り入れることで、照射初期における Pu・Am

再分布評価の精度の向上が期待でき、次期高速炉の燃料設

計裕度の適正化に資するものと考える。 
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